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11.. ははじじめめにに  

全ての企業は事業活動の主要領域を持つ。業界・市場・技術を始めとする事業を取り巻く様々な領域

は常に変動し形を変えている。また、VUCA の時代と言われる現在において、領域を隔てる境界は、領

域と共にその接続条件を変化させ、多くの場合不連続といった歪みを抱えている。 
一方、歴史的にみると時代と共に大きく変わる境界に発生する不連続から多くのイノベーション、新

市場が生まれている。現代までにどのような不連続が生まれ、どのような方法でその不連続を解消し、

新たなビジネスが生まれてきたのか、領域の不連続を分類し、解決方法を一般化する。 
モビリティ業界においても CASE に代表される大きな変革期を迎えている。また、モビリティを広義

に解釈するならば、人・モノ・情報の移動と捉えることができ、人・モノ・情報は移動に伴い、様々な

領域を進み、時に異なる領域へと乗り換えを行う。異領域の境界が抱える不連続の形態と、その解決策

の分析を通じ、陸海連携、天地連携による新規事業の可能性を考察する。 
 
22.. ググルルーーププ企企業業のの事事業業分分析析  

自身が所属する JRC モビリティ(株)及びグルー

プ企業の事業領域を図表 1 に示す。図表 1 により、

陸海空に跨る広範囲な空間的領域での事業展開が

なされ、コンポーネント、モジュール、システム、

ソリューションといった多様な製品群を保有して

いることが分かる。この中で自社「JRC モビリテ

ィ」は、モビリティ業界での事業展開を担っている。 
 多様な空間、多種な製品群は、多くの領域への接

点を保有していると捉えることができるが、現実に

はそれぞれの領域は境界で分け隔てられている。一

方で、多くの接点を保有することは、領域の不連続

解決法にバリエーションを与えるというプラスの

面も持つ。この優位性は VUCA 時代の今、新規事

業創出には有利に働くと考えられる。 
  
33.. モモビビリリテティィににおおけけるる不不連連続続境境界界  

33--11..モモビビリリテティィ業業界界のの特特質質  

さて自社が事業領域とするモビリティ業界の特質について考察する。モビリティを人・モノ・情報の

移動と捉えると陸上と海上、地上と天空が明確な異領域として存在していることが分かる。 
これら領域間には物理的な境界に加え、法規制、業界、など様々な境界が立ちはだかっている。しか

しながら、モビリティの発展を見据えた新規事業においては、これら陸上と海上、陸上と海上、それぞ

れの境界が強固であればある程、その解決による新規事業の機会は大きいものであることを意味してい

る。そして、自社及びグループ企業は、それぞれの領域に事業展開しており、その資産活用による不連

続解決に大いに期待が持てる。 
 
33--22..不不連連続続のの類類型型定定義義  

領域と一言で表現されるものは様々な種類が存在する。また、領域の相対的関係においても、領域が

図表 1. 事業領域俯瞰図 （出所︓祖山 2022）  
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生まれた時点から距離をとり独立して存在していたもの（不変的不連続）と、境界を介して整合性をと

った形で接続をしていたが、テクノロジーの進化、パンデミック、価値変化、法改正などに端を発した

環境変化により不連続が生じたもの（変化的不連続）が存在する。本稿では、後者の変化的不連続を分

析対象とする。 
更に変化的不連続は、境界の変化により２つの種別が存在する。一つは整合性が崩れ領域が離れるこ

とで生じる「間隙」による不連続であり、もう一つは境界が消滅もしくは不明確となることで生じる「重

複」である。間隙は両者間で様子見、お見合いなどの問題を引き起こし、重複はフリクションに端を発

する様々な問題を引き起こす原因となっている。 
 
 
 
 
 
 
44.. 異異領領域域連連携携ととイイノノベベーーシショョンンのの関関係係分分析析  

 領域の不連続が抱える課題の解決に向けた異領域連携の有効性について、イノベーションの視点から

分析を試みた。日本におけるイノベーションを網羅的に調査するために「戦後日本のイノベーション 100

選」[1]（以下、イノベーション 100 選）を分析対象とした。イノベーション 100選とは、公益社団法人

発明協会選が一橋大学名誉教授 野中郁次郎を選定委員会委員長として、戦後の日本で経済発展に大き

く寄与したイノベーションを選出したものである。 

 イノベーション 100 選を 5 つの類型に分類した結果を図表３(a)に示す。半数を大きく上回る約 70％

が既存市場においてのイノベーションである結果が得られ、例え既存市場であったとしてもイノベーシ

ョンが生まれることを示している。変化が激しい現代の状況を勘合すると、今後も既存市場でのイノベ

ーションは生まれ続けると考える。 

 更に、既存市場に分類されたイノベーションについて、異領域連携の有無について分析を行った。結

果については、図表３(b)に示した通り、40％が「連携あり」に分類された。日本においては異領域連携

によるイノベーションに該当する事例は、全体の半数以下であるとの結果が得られた。 

 
 
 
55.. 不不連連続続類類型型定定義義とと解解決決法法のの分分析析  

 以上を踏まえ、日本においては異領域連携のイノベーションが弱いのか否かを判断するため、不連続

解決法のパターン定義と、不連続解決のケーススタディ分析を行った。 
  
55--11..解解決決法法ののパパタターーンン定定義義  

新たに引き起こされる２つの不連続状態（間隙・重複）を解決する方法について、図表４に示すよ

うに、パターンを分け、解決法を示す。不連続の類型ごと 3 パターン、計６パターンに整理できる。 

間隙の解決法である、パターン１は「生じた間隙を埋める補完型」、パターン２は「両者を接続する機

能を追加する橋渡し型」、パターン３は「両者を共通の仕組み上で接続する共通基盤型」である。 

図表 3(a). イノベーション類型分析結果（出所︓祖山 2022）  図表 3(b). 異領域連携分析結果（出所︓祖山 2022）  

図表 2. 変化的不連続の類型定義 （出所︓祖山 2022）  
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重複の解決法である、パターン４は「一方

に同質化する同質化型」、パターン５は「両者

が融合する両者融合型」、パターン６は「緩衝

領域を新たに設ける緩衝領域型」である。 

このように、パターン分けすることで、解

決の道筋が明らかになる。 

 
55--22..解解決決策策ににおおけけるるケケーーススススタタデディィ  

領域には、国、地域から業界、市場、組織、

技術といった様々な階層がある。また、不連

続を引き起こす要因についても領域ごと異な

る特徴を有している。定義した解決策の各パ

ターンについて、テクノロジーの切り口で絞

り込みケーススタディを行った。結果を図表

５に示す。他業界ではあるが、不連続解決が

イノベーションを起こし、事業発展に有効に

働くとの結果が得られた。上記の事例は、テクノロジー視点だが、実際には、エコシステム形成など多

様な視座からのアプローチがあるだろう。 

 そこで、この不連続パターン分けによるイノベーション創出の論理、フレームワークを、自社の課題、

モビリティ領域における不連続問題の解決に適用を試みる。いずれも間隙パターンとなる。 

 
66.. 自自社社にに関関連連ししたたモモビビリリテティィ領領域域へへのの適適用用をを結結論論ににかかええてて  

66--11..陸陸海海のの課課題題  

 陸上海上における監督官公庁の管轄を整理した結果を図表６(a)に示す。日本の行政機関は、国家行

政組織法や各省庁の設置法等によって、その任務や所掌事務の範囲が細かく定められている。官公庁に

は競争ないし縄張り争いが存在し、その原因は行政の縦割り構造にあるとの意見もある。 

 情報通信の分野でも、近年の遠隔操船や自律航行への注目が集まる中、海上における高速無線通信に

期待が集まっている。陸上海上が連携した情報通信の実現は、これまでにない新しい海上情報サービス

図表 4. 解決方法のパターン定義 （出所︓祖山 2022）  

図表 5. 各解決法パターン 事例分析結果 （出所︓祖山 2022）  

類型 対象 領域A 領域B 背景 解決方法
パターン１ 補完 PC記憶装置 DRAM HDD メモリ・CPUの高速化が進み、回転な

どのメカニカルな動作を伴うHDDとの
アクセススピード差が拡大し間隙発生

フラッシュメモリで構成された高速大容
量のSSD（ソリッドステートドライブ）を
用いることで補完した

パターン２ 橋渡し BUFFALO社
製 プリンタバッ
ファ

PC プリンタ PCの性能向上がプリンタの性能向上
を上回り、処理速度の性能差により
作業効率の著しい低下を伴う間隙が
発生。

印刷データを一時的に記憶するプリンタ
バッファでの橋渡しにより、両者間を連
結した

パターン３ 共通基盤 有線電話と携
帯電話

公衆交換電話 携帯電話 有線の電信から始まった電話という1
つの領域は、携帯電話の登場により
2つの領域に別れた。

携帯電話が先行したデジタル化であっ
たが、有線電話は近年までアナログ/デ
ジタル混在の状況であった。デジタルと
いう共通基盤のもと、有線区間は同一
伝送方式となる

パターン4 同質化 カーナビゲーショ
ンシステム　自
車位置測位

ジャイロセンサ、
地磁気センサー
＋車速パルス

GPS測位 航空機、船舶位置特定技術のジャイ
ロセンサと、GPS衛星を用いた位置特
定技術が、自車位置測位技術とし
て、重複をした

技術的問題を解決し技術的優位性を
もって、主要測位技術はGPSとなった

3Gチップ Qualcomm MediaTek 新興国においては、ローコストで攻め
るMediaTek社とマーケット領域が重
複、シェアで苦戦していた

QRD（クアルコム・リファレンス・デザイ
ン）というプログラムを2011年から投
入し、市場を奪取した

パターン5 両者融合 通信と放送 放送（放送
法）

通信（電気通
信事業法）

放送のデジタル化、通信のブロードバ
ンド化によって、放送と通信の領域が
重複した

技術革新と規制緩和による相互参入
が起き、業界の融合が進む

屋内高速通信 WiFi6 ローカル５G 従来、屋外での移動体の無線通信
はモバイル通信、屋内ではWiFiとの
領域境界が存在した。ローカル５Ｇ
の登場で屋内高速通信に重複が発
生した。

Wifi6Eに６GHz帯を割り当てる方針
が打ち出される。周波数的不利が改
善され、用途を細分化した形で融合が
進むと予測。

パターン6 緩衝領域 公衆無線LAN 無線LAN モバイル通信 狭域向け無線通信である無線LAN
搭載機器の拡大により、屋内/屋外
の境界が曖昧化し領域が重複した

モバイル通信を担う通信事業者自らが
屋外向け無線ＬＡＮサービスを展開
し、公衆無線LANといった緩衝領域を
設け接続した

解決法パターン

間隙

重複
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を創出することができ、加えて、無線通信の不連続が遠因となる海難事故の低減も期待できる。その一

方で、図表６(b)に示した通り、沿岸での海上無線システムは複雑さを極め、大型船、レジャー船、漁船

での相互通信ができないとの課題も抱えている。ここに示した例をもってしても、陸上海上の不連続は

大きな問題を引き起こす原因となっていることが分かる。 

 
66--22..天天地地のの課課題題  

 CASE に代表されるモビリティの技術革新の一つである自動運転には、欠かすことができない先端技

術が大きく分けて 7 種類存在する。①位置特定技術、②周辺認識技術、③制御判断 AI 技術、④危険予

測技術、⑤走行ルートプランニング技術、⑥ドライバーモニタリング技術、⑦通信技術である。一連の

処理の中で、システムが最初に行う認知（①②）では各種センサーとは別に、自動運転用地図（高精度

3D マップ）が必要となる。日本国内では、自動運転用地図の産業化に向け積極的な活動が展開されて

いる。また、ドローン向け高精度空域マップの提供も開始され、技術領域を空へ拡大している。 
地上側に目を向けてみると、自動運転制御においては路面状態情報が重要な意味を持つ。しかしなが

ら、路面状態情報の自動運転用地図への反映が遅れている可能性が高い。これは正に天地不連続による

課題と言えるであろう。 
 
77.. おおわわりりにに  

本稿では、領域間不連続の類型定義と不連続解決策のパターン分けを行った上、ケーススタディにお

いて、それぞれの解決策に新しい解釈を与え、不連続解決型イノベーションのフレームワークを考案し

た。また、自社が事業領域とするモビリティ業界に関して、様々な不連続が引き起こす課題を明らかに

すると共に、他業界で有効であった事例を自社領域に適用し、解決に向けた一定の可能性を得ることが

できた。 
モビリティが関わる領域は多岐に渡り、領域の特性に合わせ、不連続が引き起こす問題の解決方法も

数多く存在する。分析対象としたテクノロジーによる解決アプローチは数ある手段の一つではあるが、

本分析を通じ、不連続を解決すること自体がイノベーションに繋がることを示すことができた。 
VUCA と言われる変化の激しい現在、固定化された領域境界も曖昧となり不明確となる。陸海連携、

天地連携によるモビリティにおける課題解決に向け、テクノロジー以外の着目点による検証を重ね、研

究を進めたいと考える。 
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図表 6(a). 監督官公庁 俯瞰図 （出所︓祖山 2022）  
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